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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本においてICT投資が少ない原因、欧米に比べてICT投資の効果が小さい理由に
関して、明らかにすることを主目的としている。実証分析から得られた主な結果は以下の通りである。
(1) ICT投資の効果が上昇したにもかかわらずICT投資が減少した原因として、IT要員に対する教育・研修、組織改編な
どの補完的な資産への投資が不十分であることが判明した。さらに、補完的な資産を持つ企業ほどICT集約度が高いこ
とを発見した。
(2) 日本におけるICT投資が、雇用成長率や生産性上昇に正の効果を与えていることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The main purpose of this study is to examine the cause for the lack of ICT investm
ent in Japan and why the effects of ICT investments in Japan are lower than Europe and US. Our main findin
gs are summarized as follows. 
(1) Even though the effects of ICT increase, ICT investment has decreased. This phenomenon is due to ICT i
nvestment not being linked with complementary assets such as training and organizational change. We found 
that ICT intensity is higher in firms with complementary assets.
(2) ICT investment in Japan contributes positively to employment and productivity growth.
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１．研究開始当初の背景 
1995 年以降、日本の TFP 上昇率は米国とは対
照的に大きく失速した。このような結果をも
たらした主要な原因としては、(1)ICT 資本投
入量の減少、(2)情報化による外部経済効果
が大きいはずの商業・サービス業（ICT Using
産業）において TFP 上昇率が急落したことが
指摘されている。しかしながら、なぜ日本の
ICT 投資が少なかったのか、また、なぜ日本
の商業・サービス業で ICT の効果が小さかっ
たのかに対して、的確な回答を示している実
証研究はあまり見当たらなかったため、分析
を行うこととした。 
 
２．研究の目的 
本研究では、事業所・企業レベルのミクロデ
ータを用いて、人的資本、市場のダイナミッ
クスとICT間の相互関係を明らかにする上で、
日本の ICT 投資が少ない原因、その効果が商
業・サービス業において小さい理由について
定量的なレベルで厳密に分析し、日本のサー
ビス業の生産性を上昇させるための政策提
言を行うものである。 
 
３．研究の方法 
(1) 日本においてサービス産業の現状分析、
生産性上昇のための政策に関する研究を行
う際に直面する大きな問題は、他の先進国と
同様に、政府の公式統計の不備である。本研
究の目的を達成するためには、既存のデータ
ベースを整備しながら、商業・サービス業に
関する産業レベル・企業レベル・事業所レベ
ルを統合したデータベースを作成する必要
がある。経済産業研究所（RIETI）の「サー
ビス生産性」研究会と協力しながら、商業・
サービス業に関する個別企業や事業所デー
タを優先的に整備した。企業レベルにおける
ICT 資本の測定のために、経済産業省の「情
報処理実態調査」、「企業活動基本調査」、財
務省の「法人企業統計年報」、総務省の「事
業所・企業統計調査」および厚生労働省の「能
力開発基本調査」の個票データを整理して、
企業レベルのICT投資、全要素生産性（TFP）、
人的資本を計測した。以上のように整備され
たデータベースと計測された変数を用いて、
ICT 投資と人的資本の効果を推計し、日本で
ICT 投資が少ない原因を分析した。 
 
(2) 研究推進体制は、経済産業研究所にお
いて権赫旭が代表を務め、乾友彦、冨田秀昭
が委員として参加する研究プロジェクト「サ
ービス産業生産性向上に関する現状分析及
び生産性を向上させるための方策など関す
る研究」を中心に研究を実施した。 
 
(3) 2011 年 3 月 30 日に経済産業研究所、内
閣府の経済社会総合研究所との連携により
共同ワークショップ「日本のサービス産業に
関する分析」を開催した。また、ソウル大学
にてサービス産業生産性が低い問題に直面

し て い る 日 韓 が 共 同 で 「 Japan-Korea 
Workshop on Productivity Analysis」ワー
クショップを開催した。 
 
４．研究成果 
(1) 日本のサービス産業に対する生産性分
析 
日本経済の持続的な成長を考える上で、社齢
の若い企業、国際化している企業、銀行の役
割ならびにサービス産業における生産性上
昇が非常に重要な課題であることを、以下の
ような分析で明らかにした。 
 
① サービス産業の現状 
日本で製造業に比べて、非製造業の生産性レ
ベルと上昇率が低迷しているのは、ICT 革命
が起きた 1995 年以降ではなく、1980 年代か
ら一貫してみられた現象であることを「法人
企業統計調査」個票データを用いて明らかに
した。日米の上場企業のデータを利用して、
生産性レベルを国際比較した結果によれば、
日本の製造業とその他のサービス業の生産
性レベルが有意に低いことが判明した。 
 
② 日本の経済成長の源泉はどこにあるの
か？ 
日本の経済成長の源泉を探った研究の結果、
製造業と非製造業という産業区分と関係な
く、大企業や外資系企業で生産性水準や上昇
率が比較的高く、また社齢が高く、輸出や研
究開発をしている企業ほど生産性の水準と
上昇率が高いことが判明した。さらに、社齢
が高い独立系中小企業の生産性水準と上昇
率は低く、大企業と中小企業の企業群の生産
性格差は一貫して拡大傾向にあることを明
らかにしている。 
 
③ 銀行業の役割 
企業と企業が取引する銀行間のマッチング
データを用いて、日本企業の設備投資比率の
感応度を分析すると、最大手の生産性もしく
は取引銀行群で平均的な生産性が高い場合
において、統計的及び経済的に意味のある水
準で上昇することを実証的に確認すること
ができた。このような研究結果から、日本経
済の持続的な成長を考える上で、社齢の若い
企業、国際化している企業、銀行の役割なら
びにサービス産業における生産性上昇が非
常に重要な課題であると言える。 

 
(2) ICT が雇用や生産性に与える効果 
① ICT が雇用に与えた効果 
日本における雇用増加分の大部分はサービ
ス産業で起きており、雇用喪失のほとんどは
生産の海外移転やリストラが続いた製造業、
公共事業が減った建設業で起きたことが分
かった。また、若い企業が参入や成長を通じ
て雇用を創出し、古い企業が雇用減少の主因
であるとの結果を得た。電子商取引のような
ICT 技術の導入確率は大企業、外資系企業ほ



ど高く、商業とサービス産業において、新し
くICT技術を導入した企業が大部分の雇用を
創出しており、ICT 技術を活用している企業
の雇用成長率が活用していない企業より高
いことを明らかにした。 
 
② ICT が生産性に与えた効果 
ICT の付加価値弾力性は 17-18％だった。こ
れはICTの生産性上昇への寄与が高かったこ
とを示唆する。また、電子商取引が生産性に
与える効果について回帰分析を行った。購買
による電子商取引のみが、他の要因をコント
ロールした上で、生産性水準と上昇率に正の
有意な効果を与える結果を得た。 

 
③ ICT 投資が少なかった原因分析 
ICT 投資の収益率が高いにもかかわらず、な
ぜ日本におけるICT投資が少なかったのかに
ついて実証分析を行った。その結果、ICT 投
資と補完性がある ICT 要員に対する教育・研
修および組織再編などに十分に投資してこ
なかったことに原因があることが明らかに
なった。 
 
(3) 市場ダイナミックスの効果分析 
失われた 20 年から日本経済が脱却するため
の一つのカギは、活発な新規参入による市場
ダイナミックの強化であることは言うまで
もない。 
 
① 国際比較分析 
中国企業と日本企業のデータを用いて、輸出
市場への企業参入が生産性に与える効果を
分析した。輸出開始によって一時的に生産性
を向上させる傾向は見られたものの、輸出を
継続することによって継続的に生産性を向
上させるような学習効果は確認できなかっ
た。また、韓国と日本の比較研究では、韓国
の経済成長の源泉が市場ダイナミックス（企
業の参入・退出）の活発さにあることを確認
できた。 

 
② 株式公開効果分析 
株式公開（IPO）によって企業の生産性が改
善されるかどうかについて検証を行った。
1995年以前にはIPOを通じて生産性の改善効
果が見られなかったが、1995 年以降について
は統計的に有意ではないものの、正の効果を
得た。 
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